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(57)【要約】
【課題】電極の折れ曲がりを防止し、リチウムイオンプ
レドープを均一にすることが可能な電気化学デバイスを
提供すること。
【解決手段】本発明に係る電気化学デバイスは、正極と
、負極と、セパレータと、電解液とを具備する。正極は
、導電性材料からなる正極集電体と、正極集電体上に形
成された正極活物質層とを有する。負極は、第１及び第
２の負極活物質層と、第１の負極活物質層が形成された
第１の主面と、第２の負極活物質層が形成されている塗
工領域と第２の負極活物質層が形成されていない非塗工
領域を有する第２の主面と、第１の主面と第２の主面と
を連通させる複数の貫通孔とを有する負極集電体とを有
し、第２の負極活物質層は、第１の厚みを有する第１の
部分と、第１の部分と非塗工領域の間の部分であり、第
１の厚みより小さい第２の厚みを有する第２の部分とを
有する。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性材料からなる正極集電体と、前記正極集電体上に形成された正極活物質層とを有
する正極と、
　第１及び第２の負極活物質層と、前記第１の負極活物質層が形成された第１の主面と、
前記第２の負極活物質層が形成された塗工領域と前記第２の負極活物質層が形成されてい
ない非塗工領域を有する第２の主面と、前記第１の主面と前記第２の主面とを連通させる
複数の貫通孔とを有する負極集電体とを有し、前記第２の負極活物質層は、第１の厚みを
有する第１の部分と、前記第１の部分と前記非塗工領域の間の部分であり、前記第１の厚
みより小さい第２の厚みを有する第２の部分とを有する負極と、
　前記正極と前記負極を絶縁するセパレータと、
　前記正極、前記負極及び前記セパレータが浸漬される電解液と
　を具備し、
　前記非塗工領域には金属リチウムが電気的に接続され、前記電解液に浸漬されることで
、前記第１及び第２の負極活物質層にリチウムイオンのプレドープがなされている
　電気化学デバイス。
【請求項２】
　請求項１に記載の電気化学デバイスであって、
　前記第２の部分、前記負極集電体及び前記第１の負極活物質層の厚みの合計である第３
の厚みは、前記第１の部分、前記負極集電体及び前記第１の負極活物質層の厚みの合計で
ある第４の厚みの８０％以上９５％以下である
　電気化学デバイス。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の電気化学デバイスであって、
　前記第１及び第２の負極活物質層は、負極活物質、導電助剤及びバインダ樹脂を混合し
た材料からなる
　電気化学デバイス。
【請求項４】
　請求項１から３のいずれか１項に記載の電気化学デバイスであって、
　前記正極及び前記負極は、前記セパレータを介して積層され、捲回されている
　電気化学デバイス。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか１項に記載の電気化学デバイスであって、
　リチウムイオンキャパシタである
　電気化学デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオンを電荷キャリアとして利用する電気化学デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオンキャパシタ等のリチウムイオンを電荷キャリアとして利用する電気化学
デバイスでは、製造時に負極へのリチウムイオンのドープ（プレドープ）が行われる。正
極と負極はセパレータを介して交互に積層され、負極には金属リチウム等のリチウム源が
電気的に接続される。リチウム源から放出されたリチウムイオンは電解液中を移動し、負
極にドープされる。
【０００３】
　負極は金属箔である集電体と集電体の表面に積層された活物質層を備える。集電体には
、リチウムイオンの透過を可能とするため、多数の貫通孔が設けられている。ここで、貫
通孔を設けることにより集電体の強度が低下するため、力を加えると電極が折れ曲がると
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いう問題がある。
【０００４】
　特に集電体上に活物質層を積層した塗工領域と、積層していない非塗工領域が存在する
場合、塗工領域と非塗工領域の境界は折れ曲がりやすく、塗布時や捲回時の搬送の際に折
れ曲がり、歩留まりが低下する原因となる。特許文献１及び２には塗工領域と非塗工領域
の制御に係る非水系二次電池が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－２４３６５８号公報
【特許文献２】特開２００９－１６４０６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ここで、リチウムイオンを電荷キャリアとして利用する電気化学デバイスでは、負極へ
のリチウムイオンのドープを均一とする必要がある。負極の一部にリチウムイオンが集中
すると、リチウムイオンが均一となるまでに時間を要する。
【０００７】
　上記特許文献１及び２に記載のような構成は、活物質層の一部が厚くなることによる活
物質層の脱落や電極の折れ曲がりを回避するものであり、リチウムイオンの集中が生じる
おそれがある。
【０００８】
　以上のような事情に鑑み、本発明の目的は、電極の折れ曲がりを防止し、リチウムイオ
ンプレドープを均一にすることが可能な電気化学デバイスを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、本発明の一形態に係る電気化学デバイスは、正極と、負極と
、セパレータと、電解液とを具備する。
　上記正極は、導電性材料からなる正極集電体と、上記正極集電体上に形成された正極活
物質層とを有する。
　上記負極は、第１及び第２の負極活物質層と、上記第１の負極活物質層が形成された第
１の主面と、上記第２の負極活物質層が形成された塗工領域と上記第２の負極活物質層が
形成されていない非塗工領域を有する第２の主面と、上記第１の主面と上記第２の主面と
を連通させる複数の貫通孔とを有する負極集電体とを有し、上記第２の負極活物質層は、
第１の厚みを有する第１の部分と、上記第１の部分と上記非塗工領域の間の部分であり、
上記第１の厚みより小さい第２の厚みを有する第２の部分とを有する。
　上記セパレータは、上記正極と上記負極を絶縁する。
　上記電解液は、上記正極、上記負極及び上記セパレータが浸漬される。
　上記非塗工領域には金属リチウムが電気的に接続され、上記電解液に浸漬されることで
、上記第１及び第２の負極活物質層にリチウムイオンのプレドープがなされている。
【００１０】
　この構成によれば、第１部分と非塗工領域の間に、厚みの小さい第２部分が設けられて
いるため、第２の負極活物質層と非塗工領域の境界を起点として負極が折れ曲がることが
防止されている。また、リチウムイオンのプレドープ時に第２の負極活物質層と非塗工領
域の境界部分にリチウムイオンが集中することが防止され、第２の負極活物質層における
リチウムイオンの分布を均一とすることが可能である。
【００１１】
　上記第２の部分、上記負極集電体及び上記第１の負極活物質層の厚みの合計である第３
の厚みは、上記第１の部分、上記負極集電体及び上記第１の負極活物質層の厚みの合計で
ある第４の厚みの８０％以上９５％以下であってもよい。
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【００１２】
　上記第１及び第２の負極活物質層は、負極活物質、導電助剤及びバインダ樹脂を混合し
た材料からなるものであってもよい。
【００１３】
　上記正極及び上記負極は、上記セパレータを介して積層され、捲回されていてもよい。
【００１４】
　上記電気化学デバイスは、リチウムイオンキャパシタであってもよい。
【発明の効果】
【００１５】
　以上のように本発明によれば、電極ズレの発生を防止し、リチウムイオンを均一にドー
プさせることが可能な電気化学デバイスの製造方法及び電気化学デバイスを提供すること
が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態に係る電気化学デバイスの斜視図である。
【図２】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の斜視図である。
【図３】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の一部の断面図である。
【図４】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の負極の平面図である。
【図５】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の負極の平面図である。
【図６】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の断面図である。
【図７】同電気化学デバイスが備える蓄電素子の負極の厚みを示す模式図である。
【図８】比較例に係る電気化学デバイスが備える蓄電素子の負極の厚みを示す模式図であ
る。
【図９】本発明の実施例と比較例の比較結果を示す表である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の実施形態に係る電気化学デバイスについて説明する。本実施形態に係る電気化
学デバイスは、リチウムイオンキャパシタ等の、電荷の輸送にリチウムイオンを利用する
電気化学デバイスである。なお、以下の図において、Ｘ、Ｙ及びＺ方向は相互に直交する
３方向である。
【００１８】
　[電気化学デバイスの構成]
　図１は、本実施形態に係る電気化学デバイス１００の構成を示す斜視図である。同図に
示すように電気化学デバイス１００は、蓄電素子１１０が容器１２０（蓋及び端子は図示
略）に収容されている。容器１２０内には、蓄電素子１１０と共に電解液が収容されてい
る。なお、本実施形態に係る電気化学デバイス１００の構成は、図１をはじめ、以降の図
に示す構成に限定されるものではない。
【００１９】
　図２は蓄電素子１１０の斜視図であり、図３は蓄電素子１１０の拡大断面図である。図
２及び図３に示すように、蓄電素子１１０は、負極１３０、正極１４０及びセパレータ１
５０を有し、これらが積層された積層体が捲回芯Ｃの回りに捲回されて構成されている。
なお、捲回芯Ｃは必ずしも設けられなくてもよい。
【００２０】
　蓄電素子１１０を構成する負極１３０、正極１４０、セパレータ１５０の積層順は、図
２に示すように、捲回芯Ｃ側に向かって（捲回外側から）セパレータ１５０、負極１３０
、セパレータ１５０、正極１４０の順となる。また、蓄電素子１１０は、図２に示すよう
に負極端子１３１と正極端子１４１を有する。負極端子１３１は負極１３０、正極端子１
４１は正極１４０に接続され、図２に示すように、それぞれ蓄電素子１１０の外部に引き
出されている。
【００２１】
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　負極１３０は、図３に示すように、負極集電体１３２、第１負極活物質層１３３及び第
２負極活物質層１３４を有する。負極集電体１３２は、導電性材料からなり、銅箔等の金
属箔であるものとすることができる。本実施形態では、負極集電体１３２として、貫通孔
が多数形成された金属箔が採用される。
【００２２】
　第１負極活物質層１３３及び第２負極活物質層１３４は、負極集電体１３２上に形成さ
れている。第１負極活物質層１３３及び第２負極活物質層１３４の材料は、負極活物質が
バインダ樹脂と混合されたものとすることができ、さらに導電助材を含んでもよい。負極
活物質は、電解液中のリチウムイオンがドープ可能な材料であり、例えば難黒鉛化炭素（
ハードカーボン）、グラファイトやソフトカーボン等の炭素系材料や、Ｓｉ、ＳｉＯなど
の合金系材料、または、それらの複合材料を用いることができる。
【００２３】
　バインダ樹脂は、負極活物質を接合する合成樹脂であり、例えばスチレンブタジエンゴ
ム、ポリエチレン、ポリプロピレン、芳香族ポリアミド、カルボキシメチルセルロース、
フッ素系ゴム、ポリビニリデンフルオライド、イソプレンゴム、ブタジエンゴム及びエチ
レンプロピレン系ゴム等を用いてもよい。
【００２４】
　導電助剤は、導電性材料からなる粒子であり、負極活物質の間での導電性を向上させる
。導電助剤は、例えば、黒鉛やカーボンブラック等の炭素材料が挙げられる。これらは単
独でもよいし、複数種が混合されてもよい。なお、導電助剤は、導電性を有する材料であ
れば、金属材料あるいは導電性高分子などであってもよい。
【００２５】
　図４は捲回前の負極１３０を示す模式図であり、図４（ａ）は側面図、図４（ｂ）は平
面図である。本実施形態に係る負極１３０は、図４（ａ）に示すように、負極集電体１３
２の第１主面１３２ａに第１負極活物質層１３３が形成され、第２主面１３２ｂに第２負
極活物質層１３４が形成されている。
【００２６】
　第１負極活物質層１３３は、第１主面１３２ａの全体に渡って形成されている。一方、
第２負極活物質層１３４は、第２主面１３２ｂにおいて間欠的に形成されている。図４（
ａ）に示すように、第２主面１３２ｂには第２負極活物質層１３４が形成されていない第
１非塗工領域１３０ａ、第２非塗工領域１３０ｂ及び第３非塗工領域１３０ｃと、第２負
極活物質層１３４が形成された第１塗工領域１３０ｄ及び第２塗工領域１３０ｅが設けら
れている。
【００２７】
　第１塗工領域１３０ｄ及び第２塗工領域１３０ｅの端部には第２負極活物質層１３４の
厚みが異なる部分が設けられている。この詳細については後述する。
【００２８】
　第１非塗工領域１３０ａ内の負極集電体１３２には、図４（ｂ）に示すように、リチウ
ムイオンの供給源となる金属リチウムＭが貼り付けられることにより電気的に接続される
。金属リチウムＭの形状は特に限定されないが、蓄電素子１１０の厚みを低減するため、
箔状が好適である。金属リチウムＭは、後述するリチウムイオンのプレドープにおいて第
１負極活物質層１３３及び第２負極活物質層１３４にドープ可能な程度の量とすることが
できる。
【００２９】
　第１非塗工領域１３０ａと第２非塗工領域１３０ｂのＸ方向の長さは特に限定されない
が、第２非塗工領域１３０ｂのＸ方向の長さは、好適には捲回芯Ｃの直径に対して１／２
π倍程度の長さである。また、第２非塗工領域１３０ｂを設けない構成とすることもでき
る。
【００３０】
　第３非塗工領域１３０ｃ内の負極集電体１３２には、図４（ａ）に示すように負極端子
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１３１が接続され、負極１３０の外部に引き出されている。第３非塗工領域１３０ｃは、
第３非塗工領域１３０ｃ内の負極集電体１３２が露出しないように、図４（ａ）に示すよ
うに、テープＴにより封止されている。テープＴの種類は特に限定されず、好適には耐熱
性かつ電解液の溶剤に対して耐溶剤性を有するものが採用される。負極端子１３１は、例
えば、銅端子である。なお、テープＴは必要に応じて省略されてもよい。
【００３１】
　正極１４０は、図３に示すように、正極集電体１４２及び正極活物質層１４３を有する
。正極集電体１４２は、導電性材料からなり、アルミニウム箔等の金属箔であるものとす
ることができる。正極集電体１４２は表面が化学的あるいは機械的に粗面化された金属箔
や、貫通孔が形成された金属箔であってもよい。
【００３２】
　正極活物質層１４３は、正極集電体１４２の表裏面上に形成されている。正極活物質層
１４３の材料は、正極活物質がバインダ樹脂と混合されたものとすることができ、さらに
導電助材を含んでもよい。正極活物質は、電解液中のリチウムイオン及びアニオンが吸着
可能な材料であり、例えば活性炭やポリアセン炭化物等を利用することができる。
【００３３】
　バインダ樹脂は、正極活物質を接合する合成樹脂であり、例えばスチレンブタジエンゴ
ム、ポリエチレン、ポリプロピレン、芳香族ポリアミド、カルボキシメチルセルロース、
フッ素系ゴム、ポリビニリデンフルオライド、イソプレンゴム、ブタジエンゴム及びエチ
レンプロピレン系ゴム等を用いてもよい。
【００３４】
　導電助剤は、導電性材料からなる粒子であり、正極活物質の間での導電性を向上させる
。導電助剤は、例えば、黒鉛やカーボンブラック等の炭素材料が挙げられる。これらは単
独でもよいし、複数種が混合されてもよい。なお、導電助剤は、導電性を有する材料であ
れば、金属材料あるいは導電性高分子などであってもよい。
【００３５】
　図５は捲回前の正極１４０を示す模式図であり、図５（ａ）は側面図、図５（ｂ）は平
面図である。正極１４０は、図５（ａ）に示すように、正極集電体１４２の第３主面１４
２ａと第４主面１４２ｂの両面に正極活物質層１４３が形成され、第３主面１４２ａに正
極活物質層１４３が形成されていない非塗工領域１４０ａが設けられている。
【００３６】
　ここで、非塗工領域１４０ａ内の正極集電体１４２には、図５に示すように正極端子１
４１が接続され、正極１４０の外部に引き出されている。なお、正極１４０において、正
極端子１４１が配置される非塗工領域１４０ａは第４主面１４２ｂに形成されてもよい。
また、非塗工領域１４０ａは、テープ等で封止されていてもよい。正極端子１４１は、例
えば、アルミニウム端子である。
【００３７】
　セパレータ１５０は負極１３０と正極１４０を絶縁し、図３に示すように、第１セパレ
ータ１５１及び第２セパレータ１５２を含む。
【００３８】
　第１セパレータ１５１と第２セパレータ１５２は、負極１３０と正極１４０を隔て、後
述する電解液中に含まれるイオンを透過する。具体的には、第１セパレータ１５１及び第
２セパレータ１５２は、織布、不織布、合成樹脂微多孔膜等であるものとすることができ
、例えばオレフィン系樹脂を主材料としたものとすることができる。また、第１セパレー
タ１５１及び第２セパレータ１５２は連続した一枚のセパレータであってもよい。
【００３９】
　図６は蓄電素子１１０の断面図である（負極端子１３１及び正極端子１４１は図示略）
。本実施形態に係る蓄電素子１１０は、図６に示すように、第１セパレータ１５１及び第
２セパレータ１５２を介して負極１３０と正極１４０が積層され、捲回されている。具体
的には、負極集電体１３２の第１主面１３２ａと正極集電体１４２の第３主面１４２ａが
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捲回内側となり、負極集電体１３２の第２主面１３２ｂと正極集電体１４２の第４主面１
４２ｂが捲回外側となるように構成されている。
【００４０】
　ここで、蓄電素子１１０は最も捲回外側（最外周）の電極が負極１３０となる構成であ
り、図６に示すように、最も捲回外側の負極集電体１３２の第２主面１３２ｂに第１非塗
工領域１３０ａが設けられ、最も捲回内側の負極集電体１３２の端部に第２非塗工領域１
３０ｂが設けられる。
【００４１】
　また、負極集電体１３２の第１主面１３２ａは、図６に示すように、第１セパレータ１
５１を介して正極１４０（正極活物質層１４３）と対向している。第２主面１３２ｂは、
同図に示すように、第２セパレータ１５２を介して正極１４０（正極活物質層１４３）と
対向する第１領域１３２ｅと、最も捲回外側となり第２セパレータ１５２を介して正極１
４０（正極活物質層１４３）と対向しない第２領域１３２ｆとを有する。本実施形態の蓄
電素子１１０は、この第２領域１３２ｆに金属リチウムＭが貼り付けられることにより電
気的に接続される。
【００４２】
　容器１２０は、蓄電素子１１０を収容する。容器１２０の上面及び下面は図示しない蓋
によって閉塞されるものとすることができる。容器１２０の材質は、特に限定されず、例
えばアルミニウム、チタン、ニッケル、鉄を主成分とする金属又はステンレス等からなる
ものとすることができる。
【００４３】
　蓄電素子１１０は、電解液と共に容器１２０に収容される。電解液は特に限定されない
が、ＬｉＰＦ６等を溶質とする溶液を用いることができる。
【００４４】
　［負極活物質層の厚みについて］
　第２負極活物質層１３４の厚みについて説明する。図７は、負極１３０を示す模式図で
あり、図７（ａ）は側面図、図７（ｂ）は平面図である。
【００４５】
　負極１３０は、図４に示すように、第１塗工領域１３０ｄと第２塗工領域１３０ｅを有
するが、ここでは第１塗工領域１３０ｄについて説明する。
【００４６】
　図７に示すように、第２負極活物質層１３４は、第１部分１３４ａと第２部分１３４ｂ
を有する。
【００４７】
　第１部分１３４ａは第１塗工領域１３０ｄの大部分を占め、第２部分１３４ｂは、第１
部分１３４ａと非塗工領域（第１非塗工領域１３０ａ及び第３非塗工領域１３０ｃ）の間
の部分である。
【００４８】
　第１部分１３４ａは、第２負極活物質層１３４が所定の厚みＤ１を有する部分である。
第２部分１３４ｂは、第２負極活物質層１３４が第１部分１３４ａより小さい厚みＤ２を
有する部分である。
【００４９】
　また、第２部分１３４ｂ、負極集電体１３２及び第１負極活物質層１３３の厚みの合計
を厚みＤ３とし、第１部分１３４ａ、負極集電体１３２及び第１負極活物質層１３４の厚
みの合計を厚みＤ４とする。
【００５０】
　厚みＤ３は厚みＤ４の８０％以上９５％以下が好適である。また、負極１３０の長手方
向（Ｘ方向）に沿った第２部分１３４ｂの幅Ｈは、５ｍｍ程度が好適である。
【００５１】
　なお、ここでは第１塗工領域１３０ｄについて説明したが、第２塗工領域１３０ｅにつ
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いても同様に、第１部分１３４ａと第２部分１３４ｂが設けられ、第２部分１３４ｂは第
１部分１３４ａと非塗工領域（第２非塗工領域１３０ｂ及び第３非塗工領域１３０ｃ）の
間の部分である。
【００５２】
　［第２部分による効果について］
　上記のように、第２負極活物質層１３４は、第１部分１３４ａと非塗工領域の間の部分
である第２部分１３４ｂを備える。第２部分１３４ｂを設けたことによる効果を比較例と
の比較の上で説明する。
【００５３】
　図８は、比較例に係る負極５３０の模式図である。同図に示すように、負極５３０は、
負極集電体５３２、第１負極活物質層５３３及び第２負極活物質層５３４を備える。第２
負極活物質層５３４は、負極集電体５３２上において間欠塗工により形成され、塗工領域
５３０ａ及び非塗工領域５３０ｂが設けられている。
【００５４】
　ここで、図８に示すように第２負極活物質層５３４は、第１部分５３４ａと第２部分５
３４ｂを有する。第２部分５３４ｂは第１部分５３４ａと非塗工領域５３０ｂの間に設け
られた部分であり、第１部分５３４ａより厚みが大きい部分である。
【００５５】
　負極集電体５３２上に第２負極活物質層５３４を積層する場合、負極活物質、バインダ
樹脂及び導電助剤を混合した負極ペーストをダイから負極集電体５３２上に吐出させる。
間欠塗工を行う場合、塗工領域５３０ａの端部で負極ペーストの吐出を中断する必要があ
るが、この際に図８に示すように負極ペーストが盛り上がり、第２部分５３４ｂが形成さ
れる。
【００５６】
　このため、負極５３０に力が加わると第２部分５３４ｂと非塗工領域５３０ｂの境界を
起点として負極５３０が折れ曲がり、素子捲回時の歩留まりの悪化が生じていた。
【００５７】
　さらに、プレドープにおいて厚みの大きい第２部分５３４ｂに多量のリチウムイオンが
ドープされ、リチウムイオンの分布ムラが生じる。これにより、リチウムイオンが均一と
なるまでに時間を要する。
【００５８】
　これに対し、本実施形態に係る負極１３０では、第１部分１３４ａと非塗工領域の間に
第２負極活物質層１３４の厚みが小さい第２部分１３４ｂが設けられており、第２負極活
物質層１３４と非塗工領域の境界を起点として負極１３０が折れ曲がりにくくなっている
。また、第２部分１３４ｂへのリチウムイオンの集中が防止されており、プレドープによ
ってリチウムイオンが均一となる。
【００５９】
　[電気化学デバイスの製造方法]
　本実施形態に係る電気化学デバイス１００の製造方法について説明する。なお、以下に
示す製造方法は一例であり、電気化学デバイス１００は、以下に示す製造方法とは異なる
製造方法によって製造することも可能である。
【００６０】
　負極１３０は、負極集電体１３２の第１主面１３２ａ及び第２主面１３２ｂに、負極活
物質、導電助剤及びバインダ等を含む負極ペーストを塗布し、乾燥又は硬化させることに
より作製することができる。負極ペーストの塗布は、負極ペーストをダイから吐出させな
がら、負極集電体１３２を長手方向（Ｘ方向）に移動させることにより行う。ダイは先端
がフラットなものを用いる。
【００６１】
　ダイに負極ペーストを供給するバルブを開放すると塗工領域が形成され、同バルブを閉
止すると非塗工領域が形成される。第２負極活物質層１３４ではバルブを解放して第１部
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分１３４ａを形成した後、非塗工領域の５ｍｍ程度（時間では１０μｓ程度）手前からバ
ルブを閉止することにより第２部分１３４ｂを形成することができる。
【００６２】
　次いで、負極集電体１３２、第１負極活物質層１３３及び第２負極活物質層１３４を裁
断し、非塗工領域１３０ｃに負極端子１３１を接続してテープＴで封止することで負極１
３０を作製することができる。
【００６３】
　正極１４０は、正極集電体１４２の第３主面１４２ａ及び第４主面１４２ｂに、正極活
物質、導電助剤及びバインダ等を含む正極極ペーストを塗布し、乾燥又は硬化させること
により作製することができる。正極ペーストの塗布は、正極ペーストをダイから吐出させ
ながら、正極集電体１４２を長手方向（Ｘ方向）に移動させることにより行う。
【００６４】
　次いで、正極集電体１４２及び正極活物質層１４３を裁断し、非塗工領域１４０ａに正
極端子１４１を接続することで正極１４０を作製することができる。
【００６５】
　続いて、負極１３０、正極１４０、第１セパレータ１５１及び第２セパレータ１５２を
積層させ、図６に示すように捲回させる。この際、負極１３０が捲回内側、正極１４０が
捲回外側となり、負極１３０の第２非塗工領域１３０ｂが捲回芯Ｃ側となるようする。
【００６６】
　続いて、上記工程により得られた捲回体の最も捲回外側に配置された第１非塗工領域１
３０ａに、金属リチウムＭを電気的に接続し（図６参照）、蓄電素子１１０を得る。次い
で、金属リチウムＭが電気的に接続された蓄電素子１１０を電解液が入っている容器１２
０に収容して、封口する。これにより、金属リチウムＭから負極１３０にリチウムイオン
がプレドープされる。以上のようにして、電気化学デバイス１００を製造することが可能
である。
【００６７】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述の実施形態にのみ限定され
るものではなく種々変更を加え得ることは勿論である。
【００６８】
　例えば、上記実施形態では、電気化学デバイス１００の一例として捲回型のリチウムイ
オンキャパシタについて説明したが、本発明は、それぞれ板状の正極と負極とがセパレー
タを介して交互に複数積層されてなる積層型のリチウムイオンキャパシタや、リチウムイ
オン電池等にも適用可能である。
【実施例】
【００６９】
　上記実施形態に係る電気化学デバイス１００の構造を備え、４０Ｆの１２３５サイズを
有する電気化学デバイスを実施例に係る電気化学デバイスとした。
【００７０】
　また、電気化学デバイス１００のうち負極１３０に代え、上述の負極５３０を備え、４
０Ｆの１２３５サイズを有する電気化学デバイスを比較例に係る電気化学デバイスとした
。
【００７１】
　実施例及び比較例に係る電気化学デバイスについて、捲回時の負極の折れ曲がりと、プ
レドープ時の金属リチウムの溶け残り量を比較した。図９は比較結果を示す表である。
【００７２】
　同図に示すように、比較例においては捲回時に３０％の電気化学デバイスで負極５３０
の折れ曲がりが発生した。一方、実施例においては、捲回時に負極１３０の折れ曲がりは
発生しなかった。
【００７３】
　また、図９において金属リチウムの溶け残り量は、リチウムイオンのプレドープを開始
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日目に金属リチウムは消失したが、比較例においては金属リチウムが消失するまでに１０
日を要した。
【００７４】
　以上から、本実施形態に係る電気化学デバイスでは、負極の折れ曲がりが防止され、か
つリチウムイオンのプレドープに要する時間が短縮できることがわかる。
【符号の説明】
【００７５】
　１００・・・電気化学デバイス
　１１０・・・蓄電素子
　１２０・・・容器
　１３０・・・負極
　１３０ａ・・第１非塗工領域
　１３０ｂ・・第２非塗工領域
　１３０ｃ・・第３非塗工領域
　１３０ｄ・・第１塗工領域
　１３０ｅ・・第２塗工領域
　１３１・・・負極端子
　１３２・・・負極集電体
　１３２ａ・・第１主面
　１３２ｂ・・第２主面
　１３３・・・第１負極活物質層
　１３４・・・第２負極活物質層
　１３４ａ・・第１部分
　１３４ｂ・・第２部分
　１４０・・・正極
　１４１・・・正極端子
　１４２・・・正極集電体
　１４２ａ・・第３主面
　１４２ｂ・・第４主面
　１４３・・・正極活物質層
　１５０・・・セパレータ
　１５１・・・第１セパレータ
　１５２・・・第２セパレータ
　Ｍ・・・・・金属リチウム



(11) JP 2020-161669 A 2020.10.1

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(12) JP 2020-161669 A 2020.10.1

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】

【図９】



(13) JP 2020-161669 A 2020.10.1

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｍ   4/70     (2006.01)           Ｈ０１Ｍ    4/70     　　　Ａ        　　　　　
   Ｈ０１Ｇ  11/24     (2013.01)           Ｈ０１Ｇ   11/24     　　　　        　　　　　
   Ｈ０１Ｇ  11/06     (2013.01)           Ｈ０１Ｇ   11/06     　　　　        　　　　　

Ｆターム(参考) 5H017 AA03  AS10  CC01  CC05  DD08  EE01  HH03  HH05 
　　　　 　　  5H029 AJ11  AJ14  AK08  AK16  AL02  AL06  AL07  AL11  AM00  BJ02 
　　　　 　　        BJ14  CJ07  CJ08  CJ13  CJ15  CJ22  DJ07  DJ08  DJ12  DJ14 
　　　　 　　        EJ01  EJ04  EJ12  EJ14  HJ04  HJ12 
　　　　 　　  5H050 AA14  AA19  BA15  BA16  BA17  CA16  CA20  CA22  CB02  CB07 
　　　　 　　        CB08  CB11  DA04  DA10  DA11  EA09  EA10  EA23  EA26  EA27 
　　　　 　　        EA28  FA05  FA08  FA12  FA15  GA09  GA10  GA13  GA16  GA22 
　　　　 　　        HA04  HA12 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

